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１．はじめに 

令和 6（2024）年 1 月 1 日に発生した地震により

激甚な被害を受けた石川県能登半島では，同年 9 月

の豪雨によって更なる被害が生じた．被災者は仮設住

宅や縁故の住まいに身を寄せ，被害を受けた家屋を公

費解体によって更地に戻すのか，修繕して居住を続け

るのか，多くの判断が求められる中，今後の住まいの

再建に向けた準備を進めている．被災地の風景は公費

解体によって従前の街並みを留めていない地区が散

見され，地域によっては居住者ゼロに近づく集落も見

られる．  
令和 7（2025）年に実施した国勢調査の人口速報集

計結果によると，奥能登被災地である石川県珠洲市は，

全国で最も高い人口減少率（34.0%, 8,528 人）であ

り，輪島市は同指標で 3 番目（26.6％, 18,072）とな

るなど，災害による人口流出の懸念が数値として表さ

れる結果となった (注 1)．人口の流出につながる高齢

者のリロケーションケアに関するレビュー研究では，

健康問題の回避や精神的ケア，移行期のつなぎなど

「人」を対象としたケアのカテゴリーが議論されてい

るものの 1)，ケアの対象は「人」に限定され，土地や

家屋と紐づいたケアの視点は見受けられない． 
人と空間の構造的な関係の変化は，哲学者の篠原

2)が自然と人間の境界の不分明化を指摘したように，

グローバルな規模で議論が進んでいる．「気候変動に

関する政府間パネル 第 6 次評価報告書 第 2 作業部

会報告書（影響・適応・脆弱性）」3)では，戦略的撤

退（Managed Retreat）や移住の可能性と課題を指

摘した．移住定住選択に関する研究では，de Haas4)

は願望と能力に応じた居住地選択の定性的類型化の

中で，移住しない（できない）属性を，さらに非自発

的な定住（Involuntary Immobility）と黙従的な定住

（Acquiescent Immobility）に分類し，仕事や就学の

機会，ライフイベントに伴う Push＆Pull 型の移動だ

けでは説明ができない時代に入っていることを示し

た 5)．これらのレポートや研究は，気候変動期におけ

る人の移動がより顕在化することを示唆しており，そ

の中で「人に紐づけられた空間と時間」とケアはどの

ように位置づけられるのだろうか． 
本稿では，令和 7（2025）年 10 月 11 日に実施さ

れた日本災害復興学会大会・分科会において議論され

た「人に紐づけられた空間と時間」をケアの対象に拡

張する試みを整理し，今後求められる研究課題を提示

したい．本稿では，空間の中でも特に宅地から人的介

入または被災によって生じた空地に着目する．その具

体事例として米国における戦略的撤退を概観し，次に

令和 6 年能登半島地震・奥能登豪雨の事例を踏まえ，

空間とケアの関係を定性的に考察する． 
 
２．被災地が空地になる事例 

（１）米国における戦略的撤退とバイアウト事業 

米国における戦略的撤退とは，自然環境の保全と災

害リスクの低減を実現する概念であり，その具体手法

であるバイアウト事業は，沿岸や河川沿いの水災害常

襲地における宅地の任意取得であり，取得後の宅地は

再自然化させることよって治水機能の向上と曝露人

口の低減を図る事業である 6)．任意取得であるため，

本事業への参加は強制ではなく，事業実施地では現在

でも残存する家屋は散見される（写真１）． 
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写真 1 米国ニューヨーク市におけるバイアウト

事業実施地（筆者撮影） 
 

ハリケーン・サンディ（2012 年）の被災地となっ

たニューヨーク市スタテン島南東部では数多くのバ

イアウト事業の実施が進められ 7)，多くの被災者が

NY 州内または 5 マイル（約 8ｋｍ）以内という近傍

への移住であったことが報告されている 8)．また，被

災後の低廉な住宅不足なども課題となり 9），バイアウ

ト事業による近隣の土地価格が一時的に低下したも

のの，ニーズの高い立地では比較的住宅価格の回復が

早いことが報告されている 10)．バイアウト事業の主

な実施場所は 20 世紀初頭に開発された保養地等での

実装が多いことからも 6)，人口増加が続く米国におけ

る宅地の空地化は，水災害に対する曝露人口低減を狙

った居住地の再編成と位置付けられるだろう． 
 

（２）珠洲市上黒丸地区における公費解体による空地 

石川県珠洲市は震度 6 強を記録した地震，並びに

最大4.3mの津波（飯田港）により激甚な被害が生じ，

同年 9 月 21 日に発生した線状降水帯は観測史上最大

を更新する豪雨となった 11)．筆者は地震発生後被災

地を定期的に訪問し，石川県珠洲市を対象として現状

把握と被災前後の定点観測的記録保持のため，ストリ

ートビュー撮影と公開を実施するとともに 12)，地

震・水害による居住が困難となった集落が複数点在す

ることを把握した． 
珠洲市の地形は最終間氷期の海進（下末吉海進：約

12.5 万年前）に形成された 10 段階の海成段丘で構成

され 13)，内陸に位置する若山町上黒丸地区はその立

地のため地震による被害は沿岸部に比べ家屋倒壊数

は少なく津波の被害も見られなかった．しかしながら，

幹線道路に繋がる道路が地震によって陥没し，被災後

1 年が経過しても迂回や徒歩によるアクセスが必要

だった集落もみられた（写真 2）．さらに，9 月の豪

雨によって上水として使用していた水脈の流れが変

わり，上水道が使えず生活が困難になる集落もみられ

た．結果として，地震と豪雨によるライフラインの途

絶と道路断絶によって居住が困難となり，豪雨被災後

に同地区の仮設住宅に入居する世帯もみられた． 

 

写真 2 石川県珠洲市における道路被害（筆者撮影） 
 
研究対象である若山町上黒丸地区（図 1）はかつて

若山荘と呼ばれる荘園であり，13 世紀の記録によれ

ば国内の最大規模の荘園であったと考えられている

（注 2）．同地区には重要文化財である黒丸家住宅（17
世紀前半に建築された石川県内最古の住宅（注 3））
が立地していることからも，同地区には長い歴史の中

で人々の営みが引き継がれてきたことが分かる． 
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図 1 珠洲市と若山町上黒丸地区（筆者作成） 
 

黒丸家住宅に近い集落において，築 100 年以上の

住宅が公費解体によって空地となった宅地が少なく

ないが，被害を受けた住宅を存続させるか，公費解体

によって更地に戻すかという判断は容易ではない．同

地区でのインフォーマルなインタビュー調査から，被

災した住宅への帰還を希望していた高齢親世帯に対

し，親世帯から独立した子世帯が金沢などで居住して

いるケースでは，同宅地を継承する見込みが低く公費

解体を選択した世帯が少なからず見られた．このケー

スでは，高齢親世帯が次世代の負担を考慮（ケア）し

た選択である可能性が推察される．別のケースでは，

嫁ぎ先の宅地の喪失を防ぎ，集落を持続することを願

って公費解体を実施しなかった事例も見られた．同ケ

ースは次世代の負担を考慮したというよりも，その土

地・空間が持つ歴史という時間を尊重し，宅地を残す

という判断に至ったのではないだろうか． 
 
３．考察：非同質的な空地 
米国と石川県珠洲市における空地には，建物の解体

と除去に公的資金を投入するという点で類似してい

る．前者は水災害に対する曝露人口低減と再自然化に

よる自然環境の保全を企図し，後者は「生活環境の保

全・公衆衛生の確保や被災地の迅速な復旧を図るため

の措置」14)として公費による解体を実施している． 
一方で両事例の差異は，集落や地区が有する時間ス

ケールである．米国におけるバイアウト事業は再被災

リスクの高い沿岸部や 20 世紀初頭に開発された低湿

地に対して宅地買い上げを実施したが，時間スケール

で見ると新興の居住地であると位置付けられる．その

ような比較的居住歴の短い新興宅地に対し，珠洲市の

事例では黒丸家住宅に代表される数世紀にも及ぶ居

住の歴史があり，継承されてきた継承型集落に位置づ

けられる．これらの新興宅地と継承型集落における空

地化は非同質的な空地であり，結果としてそれぞれの

無居住化は同義ではないのではないか． 
米国における新興宅地のバイアウトは任意参加に

よる空地化であるため，既往研究においても非連続的

な空地の発生が確認されている 7)．一方，日本の集落

において林 15)は，担い手の関与と管理された田畑・

家屋等に基づく類型化を試み，担い手と集落の基盤と

いう条件が揃っていない集落を「自然回帰型」または

「自然回帰型国土」として位置付け，関与者の喪失や

家屋などの基盤が失われれば自然に戻る集落である

と指摘した．他方で，集落出身で遠方に暮らす縁者な

どの関与や管理された田畑などの基盤があれば「通

い」等による維持の可能性を指摘している．同書には

災害リスクに関する考察は見られないが，自然災害と

いう外力によって類型に変化が生じ，継承されてきた

集落の無居住化が加速する事例は今後も発生する恐

れがある． 
継承型集落における被災後の空地化は，公費解体が

企図する「生活環境の保全・公衆衛生の確保や被災地

の迅速な復旧」14)というよりも，継承型集落の無居住

化を非意図的に促進する恐れがあるため，宅地等の所

有者は次世代や遠方に暮らす縁者との相談が必要不

可欠であろう．そのためにも，各世帯の公費解体に関

する意思決定に有する時間は，事業実施年度等の制限

の中で最大限考慮される必要があるのではないだろ

うか．  
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４．まとめに代えて：更なる問いと今後求めら

れる研究課題 
本稿は，令和 7（2025）年日本災害復興学会大会・

分科会において議論されたケア概念の拡張として，

「人に紐づけられた空間と時間」の視点を取り上げ，

その具体事例として米国のバイアウト事業と珠洲市

の事例を対比させながら報告し，同じ空地でもその土

地が有する時間スケールの違いによって意味合いが

異なる可能性を指摘した． 
今後，日本では南海トラフ地震・津波が発生する恐

れがあり，少子高齢化が進行している地域の被災が懸

念されている．地形的リスクを抱える土地を斜面崩壊

や道路閉塞による物理現象としての孤立可能性を評

価した研究 16)や平成 23（2011）年台風 12 号におけ

る 3 つの断絶という課題を構造化した研究 17)など多

くの蓄積が見られる．これらの孤立性評価に加え，高

齢化率などローカルスケールの脆弱性などを考慮し

た総合評価も求められるだろう．東日本大震災の被災

地では，災害危険区域の設定とその後の防災集団移転

促進事業によって生じた空地 18)や土地区画整理事業

による空地 19)の問題点が指摘されているように，発

生頻度の高い水災害と地震・津波との違いを分析する

必要もあるだろう．さらに地域愛着と移住定住選択の

研究蓄積も進む中 20)，「人に紐づけられた空間と時

間」を孤立性評価とともに統合的かつ定量的に評価す

ることも必要である．林 15)は「帰村権」という行政

が購入した宅地を元の居住者による買い戻し可能な

仕組みを紹介している．少子高齢化と災害によって一

時的に空地化した集落において，この「帰村権」のよ

うな土地との乖離を再接続する仕組みも一つの選択

肢であり，新たなケアの側面を浮き彫りにできるので

はないだろうか． 
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補注 

(1) 「令和 7 年国勢調査人口速報集計結果：全国・都道府県・

市町村別人口及び世帯数」を参照．

https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2025/kekka/pdf/out
line.pdf,（2026-6-5） 

(2) 「能登の里山里海」世界農業遺産活用実行委員会「能登

の里山里海デジタルアーカイブ，若山荘」参照

http://noto-satoyamasatoumi.jp/detail.php?tp_no=12, 
（2026-6-5） 

(3) 文化遺産オンライン「黒丸家住宅（石川県珠洲市若山町） 
主屋」参照．同住宅は地震と豪雨による倒壊は免れ，同

地区の歴史を伝える重要文化財として今も使われ続けて

いる．https://online.bunka.go.jp/heritages/detail/121594,
（2026-6-5） 

(4) 「撤退と再興の農村戦略―複数の未来を見据えた前向き

な縮小」15)では，1963 年の豪雪によって離村が進んだ集

落において行政が土地を買い上げた事例を紹介している。 
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